
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

さいたま商工会議所（法人番号 8030005001355） 

さいたま市（地方公共団体コード 111007） 

実施期間 令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

（１）小規模事業者の持続的発展に向けた経営力強化の実現 

急速な進展を続けているデジタル化やウイズコロナ環境下における

さらなる支援機関との連携強化並びにきめ細かな伴走型支援の拡充

による小規模事業者の経営基盤の安定化と経営力強化の実現 

（２）地域特性を活かしたビジネスチャンスの創出 

高度な独自技術を有し、地域の課題解決や新分野への進出に取組む

小規模事業者に対するビジネス機会の創出並びに観光関連産業の 

育成を通じた、新たな都市の魅力向上と地域経済の活性化 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３－１．地域の経済動向調査に関すること 

「RESAS」と独自調査による地域経済動向調査（年 1回）と景況調査、 

LOBO調査の活用 

３－２．需要動向調査に関すること 

  窓口相談時におけるヒアリング調査とあわせた、個社に応じた需要 

動向調査支援 

４．経営状況の分析に関すること 

  財務分析、SWOT分析などによる経営状況の分析 

５．事業計画策定支援に関すること 

  経営革新・創業・事業承継を踏まえた経営分析事業者に対する事業 

計画策定支援 

６．事業計画策定後の実施支援に関すること 

  事業計画策定支援先への多角的なフォローアップ支援 

７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

    商談会・交流会等の実施による新たな需要開拓並びに社会トレンド  

に資するデジタル化に向けた支援 

連絡先 

さいたま商工会議所 中小企業振興部 小規模経営支援課 

〒330-9626 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1丁目7番5号 ｿﾆｯｸｼﾃｨﾋﾞﾙ 8階 

TEL：048-641-0084  FAX：048-643-2720  

E-mail：syoukibosien@saitamacci.or.jp 

 

さいたま市 経済局 商工観光部 経済政策課 

〒330-9588 埼玉県さいたま市浦和区常盤 6丁目 4番 4号 

TEL：048-829-1363  FAX：048-829-1944 

E-mail：keizai-seisaku@city.saitama.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①さいたま市の現状 

（ア）立地及び沿革 

埼玉県の南東部に位置し、県庁所在地であるさいたま市は、平成 13（2001）年５月に、 

浦和市・大宮市・与野市の３市合併により、埼玉県下で初めての人口 100万都市として 

誕生するとともに、平成 15(2003)年４月には全国で 13番目の政令指定都市へ移行、平成 

17(2005)年４月には岩槻市との合併を果たし、人口 130万人を超える首都圏有数の大都市 

として順調に発展を遂げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内全 10区により構成されており、面積は約 217.43㎢に及ぶ。 

 

 

 

 

 

           【出典】：さいたま市ホームページ（以下 HP）「市の概要」 

 

      さいたま市は、北関東・東北地方及び上越地方 

から首都圏への玄関口として、首都東京から 

30㎞圏域にあるベッドタウンに位置しており、 

新幹線６路線が集まる交通結節点という立地特性 

に加え、東北自動車道などの高速道路の利便性に 

も優れた立地となっている。 

 

     市内の鉄道 

北海道新幹線、東北新幹線、秋田新幹線、山形 

新幹線、上越新幹線、北陸新幹線、東北線 

（宇都宮線）、京浜東北線、高崎線、埼京線、 

川越線、武蔵野線、東武アーバンパークライン 

（野田線）、埼玉新都市交通ニューシャトル及び 

埼玉高速鉄道線（地下鉄 7号線） 

※【埼玉県 HP 県内既設線の路線一覧 一部抜粋】 

市全体 西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区

面積
（㎢）

217.43 29.12 16.86 12.8 30.69 8.39 18.64 11.51 13.82 26.44 49.17

さいたま市の面積



- 2 - 

 

 

市内の道路網 

東北自動車道、国道 16 号、17 号、122 号、463 号、東京外かく環状自動車道路などが   

走り、首都高速埼玉大宮線は東京都心に直結している。 

 

（イ）人口等の推移 

      令和２年 10月１日現在における総人口は 1,323,110人（男性：657,695 人、女性：665,415

人）となっている。 

平成 27年 11 月にさいたま市が作成した「さいたま市人口ビジョン」によると、総人口

は緩やかに増加を続け、2040 年頃に人口のピークを迎え、その後、緩やかに人口減少が 

進むとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】：さいたま市人口ビジョン（平成 27年 11月） 

 

 

 また、年齢３区分別人口の推計では、年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）

は 2060 年まで減り続ける一方で、老年人口（65 歳以上）は 2045 年まで増加を続ける。          

2035 年には老年人口の割合は年少人口の割合の 3 倍近くになると推計される。 

 

（ウ）産業 

    さいたま市全体の事業所数については、41,330事業所（さいたま市統計書【平成 30年 

版】）となっており、産業大分類別に事業所数を見ると、「卸売業，小売業」が 10,298事業 

所（構成比 24.9％）で最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 4,919 事業所        

（同 11.9％）、「医療，福祉」が 3,865 事業所（同 9.4％）、「建設業」が 3,837 事業所   

（同 9.3％）、「生活関連サービス業，娯楽業」が 3,807事業所（同 9.2％）と続いており、 

これら５業種で全体の約 65％を占めている。 
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統計書
平成30年版

統計書
平成29年版

統計書
平成26年版

統計書
平成24年版

A～R 全 産 業 (S 公 務 を 除 く ) 41,330 43,057 40,692 43,737

A～B 農 林 漁 業 55 64 59 64

C～R 非 農 林 漁 業 (S 公 務 を 除 く ) 41,275 42,993 40,633 43,673

C 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 － － － －

D 建 設 業 3,837 3,976 3,940 4,233

E 製 造 業 2,534 2,771 2,839 3,177

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 18 34 23 37

G 情 報 通 信 業 503 529 544 621

H 運 輸 業 ， 郵 便 業 843 831 810 884

I 卸 売 業 ， 小 売 業 10,298 10,430 10,338 11,181

J 金 融 業 ， 保 険 業 772 781 785 776

K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 3,344 3,694 3,515 3,740

L 学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 2,065 2,101 1,873 2,053

M 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 4,919 4,969 4,834 5,174

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 3,807 3,911 3,709 3,876

O 教 育 ， 学 習 支 援 業 1,800 2,149 1,697 2,027

P 医 療 ， 福 祉 3,865 3,866 3,109 2,979

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 138 142 136 152

R サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の ) 2,532 2,640 2,481 2,590

S 公務（他に分類されるものを除く） 0 169 0 173

産　　業　　大　　分　　類

事業所総数

 
 

従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」が 20,685事業所（構成比 50.0％）、 

「５～９人」が 8,941 事業所（同 21.6％）、「10～19人」が 5,962事業所（同 14.4％）と 

なっており、従業者数 20人未満の事業所が全体の約 86％を占めている。 

 

【出典】：さいたま市 HP「さいたま市統計書」より抜粋 

 

また、管内の商工業者数並びに小規模事業者数については下記の通り推移している。 

    

 

 

 

 

  

※埼玉県経営改善普及事業等の実施にあたり、埼玉県より示された事業者数 

 

約５年間の推移としては、商工業者数は増加しているものの、小規模事業者数について 

は割合も含めて減少傾向にある。 

 

あわせて「埼玉県の産業と雇用のすがた（令和元年度版）」によると、当所管轄内である    

さいたま市の開業率及び廃業率は共に全国平均を上回っており、開廃業のサイクルが目ま

ぐるしい地域となっている。 

 

 

 

 令和２年 平成 26年 増減 

商工業者数 37,064 36,530 1.5％ 

小規模事業者数 25,198 25,661 △1.8％ 

小規模事業者割合 68.0％ 70.2％ △2.2ポイント 
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開業率
開業数
（年換算）

廃業率
廃業数
（年換算）

5.0% 278,134 7.5% 418,800

5.0% 12,647 7.5% 18,904

6.0% 2,573 8.2% 3,532

西 区 4.9% 112 6.9% 156

北 区 5.8% 285 8.2% 404

大 宮 区 9.0% 694 10.1% 782

見 沼 区 5.3% 225 7.7% 327

中 央 区 4.8% 155 8.1% 260

桜 区 4.0% 100 6.1% 152

浦 和 区 6.2% 381 8.2% 507

南 区 5.9% 275 8.5% 397

緑 区 5.8% 174 8.7% 260

岩 槻 区 3.9% 172 6.5% 288

さ い た ま 市

埼 玉 県

全 国

 
          市町村別開業率・廃業率（平成２６～２８年） 

   【出典】：埼玉県の産業と雇用のすがた（令和元年度版）よりデータ抜粋 

 

【さいたま市の工業の概要】 

      さいたま市 平成 30年工業統計調査結果報告書【調査範囲：日本標準産業分類に掲げ 

     る「大分類 E-製造業」に属する従業者 4 人以上の事業所（製造加工をしていない管理補

助的業務のみを行う本社等を除く）】によると、事業所数：907事業所（前年比：0.1％減）、

従業者数：27,888人（前年比：0.2％減）、製造品出荷額等：8,593億 5,327万円（前年比：

0.5％増）、付加価値額（※）：3,570億 3,332万円（前年比：0.3％増）となっている。 

 

      ※付加価値額 ＝ 製造品出荷額等 ＋（製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額）＋ 

（半製品及び仕掛品年末価額 － 半製品及び仕掛品年初価額）－ 

（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税額 ＋ 推計消費税額） 

－ 原材料使用額等 － 減価償却額  等により算出 
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   特に製造業では、金属製品製造業を中心にものづくり企業が集積しており、光学機器・ 

レンズ製造業を含む精密機械関連の高度な技術を有する製造業が集積している。 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【さいたま市の商業の概要】 

     さいたま市の商業【平成 28年経済センサス-活動調査（卸売業，小売業）結果報告書】 

によると、事業所数：8,125 事業所（平成 24 年比：11.0％増）、従業者数：92,141 人       

（平成 24 年比：16.1％増）、年間商品販売額：5兆 2,181億 5,365万円（平成 24 年比：

12.4％増）と、増加傾向にある。 
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また、多数の小売業・卸売業の小規模事業者により構成されているさいたま市内の商店 

会（街）については、インターネット販売などによる購買機会の多様化や価格競争により、

厳しい状況が続いている他、経営者の高齢化や後継者不在といった課題にも直面しており、

組織の維持・存続自体が危ぶまれる状況となっている。 

    

 平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

商店会数 184 団体 182団体 175団体 174団体 168団体 

会員数 6,452人 6,245人 6,157人 6,110人 5,902人 

 

【出典】：平成 30年度第１回さいたま市商業等振興審議会 

 「商店会の現況について」資料より抜粋 

 

（エ）地域資源 

本市は、鉄道や高速道路等の優れた交通利便性を有するとともに、首都圏有数の自然資

源として、中央部には見沼田圃、西部には荒川、東部には元荒川などがあり、様々な生物

が生息する緑地や水辺などの豊かな自然にも恵まれている。さらに、武蔵一宮氷川神社の

門前町、中山道や日光御成道の宿場町、岩槻藩の城下町として古くから繁栄し、明治期以

降も埼玉県の行政・商業・業務の中心地の役割を担いつつ、同時に、東京に近接した生活

都市としても発展してきた本市には、盆栽や人形づくり、サッカーなどを始めとする多様

な地域資源がある。これらを踏まえ、様々な都市機能が集積する市街地と自然環境がバラ

ンスよく配置された都市構造の形成による、地域の特性を生かした都市づくりを進めてき

た。 

 

近年は、平成 28（2016）年に国が策定した国土形成計画の広域地方計画である「国土形

成計画・首都圏広域地方計画」において、「大宮」が「東日本の対流拠点」に位置付けられ

たことから、ヒト・モノ・情報が集まる東日本のネットワークの結節点としての連携・交

流機能の集積・強化等が求められている。平成 31（2019）年３月には、ＪＲ大宮駅東口に

「まるまるひがしにほん（東日本連携センター）」を開設し、東日本各地のシティプロモー

ションや商談会等を実施し、東日本地域の広域連携による地方創生の拠点として活用して

いる。 
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市内の主な施設としては、市内外から多くの来場者を持つ鉄道博物館、さいたま    

スーパーアリーナ、埼玉スタジアム２〇〇２のほか、盆栽文化振興の核となる施設として、    

世界に誇る盆栽の名品の展示による盆栽文化の紹介を行う「大宮盆栽美術館」、人形文化の

振興を図るため、人と人形の歴史を調査・研究し、その成果について展示等を通じて広く

公開するために令和２（2020）年２月に開館した「岩槻人形博物館」、岩槻の歴史及び文化

の発信、産業及び観光の振興並びに地域活性化の拠点として岩槻人形博物館と同時開館し

た「にぎわい交流館いわつき」などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （鉄道博物館）     （さいたまスーパーアリーナ）  （埼玉スタジアム２〇〇２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大宮盆栽美術館）       （岩槻人形博物館）    （にぎわい交流館いわつき） 

 

         【出典】：公益社団法人さいたま観光国際協会 HP ほか 

 

②さいたま市の課題 

本市は、交通の結節点という地理的な大きな強みを活かし、多種多様な企業の集積をはじめ、

首都圏に隣接する拠点地として、定住人口・交流人口が多い特徴をもつ都市である。 

しかしながら、本市は、既に超高齢社会を迎えており、今後、さらなる高齢化の進行が見込

まれている。 

 

そのような中で、住宅や商業、行政サービスなどの市民生活に必要な都市機能が拡散・散在

した場合、中心市街地が衰退し、日常生活におけるアクセスの面で利便性が低下するおそれが

ある。また、市街地が拡大することにより、行政コストの増大を招き、財政状況を悪化させる

ことが懸念される。 

 

また、大規模な自然災害の危険性や新型コロナウイルス感染症の世界的流行などにより先行

きの予測が難しい時代となる中、本市としても避けることのできない持続的な人口減少局面が

近づいてきている。これらの状況を視野に入れ、本市がこれまではぐくみ、築いてきたあらゆ

る魅力や地域資源を最大限に生かし、将来においても本市が持続可能な成長・発展を遂げてい

くための基盤づくりを進めるとともに、誰もが住んで良かった、住み続けたいと思える都市と

して、市内外から選ばれていくための都市づくりを続けていく必要がある。 

 



- 8 - 

 

 

【平成２６年４月策定「さいたま市総合振興計画後期基本計画 第５章 産業・経済の分野」 

からの引用】 

 

第１節 活力ある地域産業を育てる環境の整備 

 

現状と課題  

● 日本経済は、少子高齢化・人口減少などの景気のマイナス要因に直面しているほか、  

新興国の台頭をはじめとする外的要因や今後のエネルギー政策の動向など、先行きが見通

せない状況にあります。このような中、地域の雇用や経済を支える中小企業者の経営基盤

強化に向けた意欲的な取組を支援する必要性が一層高まっています。 

● 本市の商業に関しては、大型店の店舗数及び店舗面積が増加する一方で、商店会とその   

会員数は減少傾向にあります。個店の魅力向上を図るとともに、地域資源を活用すること

で、来街者を呼び込み、市内消費の拡大につながる取組など、従来の枠組みにとらわれな

い支援策が求められています。また、商店街は、従来からの商業機能に加え、地域コミュ

ニティの拠点としての機能を有していることから、地域コミュニティの核としてにぎわい

を創出する各種イベントの開催や地域の課題等に対応した事業に取り組む商店会に対し、

積極的な支援を行っていく必要もあります。 

 

目指す方向性 

 地域産業の足腰を強化するための基盤づくりと活性化に取り組みます。 

 

  施策展開 

 (1) 中小企業者・創業者の経営基盤の強化 

❖ 関係団体や支援機関、金融機関との連携により経営支援体制を整備するとともに、 

制度融資をはじめとする各種支援の着実な実施により、地域経済を支える中小企業者や

創業者の経営基盤の強化を図ります。 

❖ 創業の活性化に向けた環境づくりを進めるとともに、既存企業の新事業展開、技術力     

 の強化、販路拡大、新製品の開発などに対する支援に取り組みます。 

     (2) 商業の活性化によるにぎわいづくり 

❖ 商業・業務機能の再編・整備や集客機能の向上により、都心や副都心における商業  

地区の魅力向上や活性化を図るとともに、それぞれの地域特性に応じて、商業機能の 

向上を図ります。 

❖ 商店街（会）の環境整備やまちの特色を創出する事業への支援など、商業の活性化に   

よるにぎわいづくりを推進します。 

(3) 地域と共生する事業活動の支援 

❖ 企業による CSR 活動の推進に向けた取組への支援や、コミュニティビジネス等の  

地域課題解決を目指す取組の事業化支援など、地域と共生する事業活動の支援を推進

します。 

 

第２節 さいたま市の特性を生かした新たな産業の創造 

 

現状と課題 

● 経済の急速なグローバル化の進展に伴い、本市の特性を生かしながら、市内企業の   

海外での販路開拓や事業機会の創出などを積極的に支援し、経済活動のさらなる国際

化を推進する必要があります。 
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● 本市は、首都圏の中心に位置し、東日本の交通の要衝という地理的優位性に加え、

「光学機械器具・レンズ製造業」の製造品出荷額等が全国シェア 13％であるなど、  

高度な基盤技術を有するものづくり企業が集積し、新産業・新市場にも結び付くポテ

ンシャルに恵まれています。 

● 地域経済活力の維持・増進を図るため、本市の強みである技術力の高い中小企業の   

競争力の一層の強化や、環境や医療等、次世代を担う新産業分野への進出支援などを

通じ、激化する企業間競争を勝ち抜く企業の育成が求められています。 

● また、本市の地理的優位性を生かし、研究開発型企業をはじめとした国内外の優良   

企業の本社・研究開発機能の誘致を引き続き進め、新たな産業集積拠点を創出する必

要があります。 

● さらに、本市は、サッカーをはじめとするスポーツ資源、盆栽や人形をはじめと  

する文化資源など、多彩な地域資源を有しており、平成 29（2017）年の第 8 回世界盆

栽大会や平成 32（2020）年の東京オリンピック・パラリンピック等も契機としながら、

その様々な地域資源の魅力を高め、活用していくことで、地域経済の活性化や交流機

会の増加、さらには本市のブランド力向上につなげていくことが求められます。 

 

目指す方向性  

本市の特性を生かし、経済のグローバル化に対応できる産業競争力の強化とともに、ブラ 

    ンド力の強化などによる地域産業の付加価値の創出に積極的に取り組み、新たな産業の創造 

につなげます。 

   

施策展開 

(1) さいたま市の強みを生かしたものづくり産業の競争力強化 

❖ 高度な基盤技術を有するものづくり企業の集積という本市の強みを生かし、産学官 

連携などによる戦略的な研究・技術開発支援、技術提携や市場開拓などの海外展開支援

を通じ、ものづくり産業の競争力強化を図ります。 

(2) 成長分野におけるイノベーションの創出支援 

❖ 環境・エネルギー分野の関連産業、医療・介護分野の関連産業、クリエイティブ産業 

など、成長分野におけるイノベーションの創出を支援します。 

(3) さいたま市の優位性を生かした企業立地・集積の促進 

❖ 本市の持つ地理的優位性や、豊富な人材、研究開発型企業の集積という強みに加え、 

 継続した企業活動を可能とする災害に強い事業環境など、様々な特性を生かし、また、 

 本市のポテンシャルを高めるプロジェクトと連携しながら、企業の立地を促進します。 

(4) 地域資源などの魅力を生かした観光の振興 

  ❖ スポーツや文化、伝統行事や伝統産業、豊かな自然環境や特色ある農業など、本市の  

多彩な地域資源と魅力を生かし、「さいたま市ブランド」の育成を図るとともに、市内

外から人が集まり、交流とにぎわいを創出する取組を推進します。 

❖ 市外からの来訪者の増加を図るとともに、本市の魅力に対する市民の関心を高める  

ため、積極的なシティセールスや、来訪者を迎え入れる環境づくりに取り組みます。 

 

第３節 地域経済を支える人材の育成と就労支援 

 

現状と課題 

● 長期的な生産年齢人口の減少が予測される中で、特に市内の中小企業においては、   

優秀な人材の確保・定着・育成による労働生産性の高い事業展開を図っていくことが

必要となっています。 
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● また、市内企業においては、グローバル経済への対応、新事業・成長分野への参入

に向けて、今後も見込まれる厳しい経済環境を乗り越えられる優秀な人材の育成が求

められることから、市内産業・企業のニーズに応じた産業人材育成等の支援に取り組

む必要があります。 

● 一方、本市における雇用情勢は、全国的な景気低迷などを背景として、依然として

厳しい状況が続いています。若者の完全失業率は、他の年齢層と比較して高い数値に

なっており、また、市内の子育て期の女性の労働力率は、全国、埼玉県と比べても低

く、出産や子育てが女性の仕事を中断させる一因となっていると考えられます。 

● 本市の厳しい雇用情勢は求職者と求人者の間の職業、スキル、職業意識等の様々な   

観点からの雇用ミスマッチが一端となっていることから、ミスマッチの解消に向け、

市内企業・事業所における求人ニーズや情報の的確な把握とともに、求職者の就労意

向・能力に応じたきめ細かな就労支援サービスの提供が求められます。 

● また、市内には、ハローワークやヤングキャリアセンター埼玉など、国・県の就労     

関連施設が数多く立地しており、就労支援に関して比較的恵まれた環境にあることか

ら、国や埼玉県、そして市内企業や地元産業界とも連携を図りながら、就労支援体制

を拡充・強化することが必要です。 

● さらに、働きたい市民のライフステージに応じ、多様なニーズに合わせて、子育て  

環境なども含めた幅広い、魅力ある就労環境を整備することが重要です。 

 

目指す方向性  

   学校教育とキャリア教育の連携を図り、地域経済を支える人材の育成、多様な就業機会の 

  創出など、産業活動の活性化に必要な環境づくりを進めます。  

 

施策展開 

(1) 地域経済を支える多様な産業人材の育成と活用 

❖ 将来、社会に出て産業・企業活動を担う子どもたちをはじめ、幅広い世代を対象に、    

あらゆる機会を通じて職業意識・就労意識の醸成、職業に関する知識や技能の習得・            

向上などを図るとともに、高い専門性や技術を持った人材と中小企業や起業家を結ぶ仕

組みづくりなどにより、地域経済を支える多様な産業人材の育成と活用を推進します。 

(2) 就労支援の充実 

❖ 若者から高齢者まで、求職者の多様なニーズに応じたきめ細かな就職支援やサービ

ス・情報の提供等を行うとともに、国や埼玉県等の関係機関と連携しながら就業機会の

確保を図るなど、働きたい人への就労支援の充実を図ります。 

(3) 魅力ある就労環境の整備 

❖ 誰もが働きやすい就業環境の実現に向けて、市内企業・事業所における環境の改善・   

 向上や勤労者福祉の充実を支援するとともに、子育て環境を含めた幅広い就労環境の 

整備を推進します。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10年後のさいたま市 

  さいたま市は既に超高齢化社会を迎えており、引続き人口の微増は見込まれているものの

将来的に人口減少局面を迎えることが予想される。さらに、企業は経営者の多くが高齢化し、

就労人口の減少から事業の担い手不足の深刻化、ウィズコロナ環境下における企業の廃業・

倒産による企業数の減少等が懸念されることから、中小・小規模事業者にとって働く意欲を

持つ多様な人材を確保・育成するための、労働環境の整備、職場環境の改善、円滑な事業承

継をはじめ、急速に進展するグローバル化とデジタル化への迅速な対応など、多面的な経営

の可視化（事業計画の策定等）を推進し、事業を存続・継続することが重要となる。 
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こうした企業の経営環境の変化に対し、地域の支援機関は、様々なマッチング事業を通じ

て産業人材の育成、就労機会の創出による雇用維持・確保に向けた取組を進めるとともに、

企業のイノベーション創出に向けて、常に新しいものにチャレンジしやすい環境づくりを 

ベースに、情報収集・情報提供を進めながら、産学連携の推進や新技術の実装等、より具体

的でタイムリーな支援メニューを整備することが必要である。 

 

また、本市は、これまで利便性の高い鉄道沿線を拠点に市街地が形成され、市外通勤者が

多くベットタウン的性格を持つ都市であることから、インバウンド需要や市外からの消費 

需要の拡大、さらには、新たな生活様式といった多様化する消費形態に順応するためにも、

店舗や商品のブランディングによる価値向上と観光関連産業の育成に向けた地域一体型の

中・長期的な取組が求められる。 

  

②さいたま市総合振興計画との連動性・整合性 

さいたま市では、平成 13（2001）年度より積極的な市民参加のもと、さいたま市総合   

振興計画の策定作業を進め、基本構想・基本計画をあわせて総合振興計画書「さいたま希望

（ゆめ）のまちプラン」を策定し、その後、平成 17（2005）年 4 月に岩槻市との合併に    

伴い、改訂版を策定した。 

基本計画の計画期間は、平成 16 年度から平成 25 年度まで（前期：10 年間）、平成 26 年

度から令和２年度まで（後期：7年間）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新たな基本計画】 

現在、計画期間が令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までの新たな基本計画の

策定に向けて検討が進められている。 

 

「さいたま市総合振興計画後期基本計画」において、各種の「施策展開」が記載されて  

おり、特に小規模事業者に関連する施策については、前述にて記載した「中小企業者・創業

者の経営基盤の強化」や「商業の活性化によるにぎわいづくり」、「地域資源などの魅力を生

かした観光の振興」などがあげられる。 

 

さいたま商工会議所の第四次中期ビジョン（2018～2020）では、活動方針に「伴走型に  

よる小規模事業者の持続的発展に向けた支援」、「中小企業等の経営基盤の安定化とビジネ

スチャンスの拡充に向けた取組み」、「地域資源を活かした魅力と賑わい創出」を掲げ、令和

2年度アクションプランにおいて、具体的に以下の項目が盛り込まれている。 
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     ・実効性の高い創業・第二創業・経営革新・事業再生計画の策定支援とフォローアップの

推進 

     ・産学連携によるヘルスケア産業の継続的な育成と新たな成長産業への参入機会の 

創出 

・商店会(街)の賑わい創出に向けた取組み支援 

・「さいたまブランド」の発掘・PR強化等による観光産業の育成 

 

上記ビジョンは、さいたま市総合振興計画の目指す方向性と連動性・整合性が取られて 

おり、本経営発達支援計画も同様の方針で作成している。 

 

  ③さいたま商工会議所としての役割 

当所では、令和２年７月 1日から８月５日にかけて、新型コロナウイルス感染症の影響に

関するアンケート調査を実施し、現状における経営課題と支援ニーズの把握に努めたところ

である。 

主な結果として、約７割の企業において売上が減少していると回答しており、あわせて、  

当所に求める支援ニーズとして、「補助金・助成金の申請支援」をはじめ、経営革新などに

よる「新たな販路開拓や新分野進出」、さらには収益性向上への「デジタル化への支援」等

もみられ、経営上の課題としては、「新たな生活様式に対応した事業」が最も懸念されてい

るところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【商工会議所に求める会員サービス】     【現状における経営上の課題】 

 

今後、本格的に訪れる生産年齢人口の減少や、現在直面している新型コロナウイルス感染

症の影響等により、社会情勢や構造変化が進む中で、小規模事業者の経営環境は一層厳しい

ものとなり、経営の存続が危ぶまれる危機的な状況になることも予測される。 

そのような中、小規模事業者が変化の大きな時代に事業を存続し、さらなる発展を遂げる

ためには、経営環境に即した事業運営・展開を模索しながら、自社の経営資源を活かした将

来のあるべき姿とその道のりを示す各種の事業（経営革新、事業承継、事業継続等）計画書

を作成し、経営の可視化と着実な計画実行に取組むなど、経営環境の変化に順応できる経営

体質の改善と時代に生き残る体質強化が必要不可欠になる。 

支援機関である商工会議所は、小規模事業者からのニーズを的確に把握し、中・長期的な

計画経営へ移行し実行するための取組に対し、事業者が直面する様々な課題に迅速かつ適切

な支援策を講じるとともに、きめ細かなフォローアップにより事業者の経営体質の改善と 

経営力の強化を図り、事業の存続・持続的な発展を支援することが重要な役割である。 
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また、域内事業者の継続と持続的発展といった個社の経営支援に留まらず、当所は、地域

の各種団体や商店会、業種・業界団体等からの信頼も厚く、地域の多面的な課題にも取組む

ことができる唯一の存在であることから、行政をはじめ関係機関との連携強化を図り、地域

資源を生かした国際都市としての魅力向上と賑わい創出に取組むことで、市域内の事業者か

らは「相談先は商工会議所」と認知され、行政からは「パートナーは商工会議所」と位置付

けられる存在として、地域社会・時代ニーズに即応した取組を推進し、さらなる地域経済の

発展に寄与することが重要な役割である。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

上記（2）の小規模事業者における長期的な振興のあり方を踏まえ、経営発達支援事業の  

目標を以下の通りとする。 

 

①目標：小規模事業者の持続的発展に向けた経営力強化の実現 

     今後、訪れる生産年齢人口の減少や働き方改革をはじめ、急速な進展を続けているデジタ

ル化やウィズコロナ環境下における産業構造の変化等により、小規模事業者の経営環境も大

きな変化を余儀なくされる。特に限られた経営資源の中で高齢化が進む小規模事業者にとっ

て、十分な若手人材の確保や高度技術の伝承はこれまで以上に困難になることが予測され、

さらなる業務の効率化と生産性の向上が求められる。 

こうした中、社会構造の改革や新たな生活様式に適応しながら次世代に事業を引継ぎ、継

続するためには、小規模事業者の自助力によって経営体質の改善を図り、自らによる中・長

期的な計画経営に移行し、継続的なイノベーションにより経営力を向上させることが重要で

あることから、支援機関とさらなる連携強化を図り、きめ細かな伴走型の支援体制を構築し、

直面する経営課題の解決に向けて迅速で的確な支援を行うことで、小規模事業者があらゆる

環境下においても事業が存続できるよう、経営基盤の安定化と経営力強化を実現する。 

 

②目標：地域特性を活かしたビジネスチャンスの創出 

    医療供給不足をはじめ医療・介護現場の人手不足という中・長期的な地域課題に着目し、

産医学連携により医療・介護現場の効率化に向けた改善提案や関連機器の開発をはじめ、 

市民の生活習慣病の予防や食生活の改善提案など、小規模事業者のイノベーションによる 

機器開発から商品・メニュー開発に至るまで、新分野進出支援と新たな（ヘルスケア）産業

の創出に取組んできた。 

これまでの支援ノウハウやネットワークを活かし、今後もヘルスケア産業への参画に取組

む企業支援をはじめ、高度な独自技術を有し、地域の課題解決や新分野への進出に向けて 

イノベーションに積極的に取組む小規模事業者や創業者に対し、ビジネスチャンスの創出に

努める。また、地域イベントを契機としたインバウンド需要と交通利便性を生かした広域的

な消費需要の拡大に向け、既存の地域資源や伝統産業の情報発信はもとより、さらなる小規

模事業者（個店）と商店会（街）の魅力向上と商品開発・販売等による地域ブランドの育成、

効果的な PRを通じた消費喚起の拡大による地域経済の活性化を図る。 

さらに、「まるまるひがしにほん（東日本連携センター）」では、交通利便性を活かし東日

本各地の観光コンテンツの連携はもとより、ローカル（地方）産業の人手不足を補う企業間

マッチングの推進や光学産業分野の技術連携など、各地の地域特性を活かした新たなビジネ

スチャンスの創出を推進する。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和３年 ４月 １日～ 令和８年 ３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

    経営発達支援事業の目標達成に向けた方針を以下の通りとする。 

 

①目標：小規模事業者の持続的発展に向けた経営力強化の実現 

方針： 小規模事業者に対しては、生産年齢人口の減少やウィズコロナ環境下においても、

既存の経営資源を活かしつつ新たな生活様式に即した新商品・新サービスの提供等

に向けて、中・長期的な経営戦略、経営革新等の計画策定と計画実行を中心に企業

の成長過程（ステージ）に合わせた情報提供ときめ細かな伴走支援を行い、企業の

経営基盤の安定化と経営力の強化を支援する。 

また、事業の継続に必要不可欠なデジタル技術の活用による生産性の向上とイノ 

ベーションに向けた取組については、講習会等の開催を通じて様々な好事例や取組

事例の情報提供を行う。小規模事業者のデジタル化への対応状況については業種別

に現状把握に努めるとともに、生産性向上や社会ニーズへの対応方法などを踏まえ、

多面的なデジタル技術の活用に向けて支援を行う。販売促進・市場開拓においても、

既存のビジネス交流会・商談会によるマッチングはもとより、IoT、AI等を活用した

新サービスや新たな販売方式などは、デジタル技術を活用した具体的な提案と実装

支援を行うとともに、商品・サービスのトレンドや集客・周知に係る需要動向等の

調査・分析を行い情報提供することで、小規模事業者のビジネスチャンスの創出と

販路開拓・受発注の促進に繋げる。 

さらに、地域の経済と雇用を支える小規模事業者にとって、後継者不足はもとよ

り、コロナ禍における事業の存続・継続に悩む事業者も増加していることから、事

業承継・継続に対する気づきの機会を提供し早期準備を促すとともに、企業の求め

る円滑な事業承継・継続の支援を実施する。 

上記を強固に推進していくため、経営指導員の資質と指導力向上はもとより、様々

な支援機関や教育機関等と連携強化を図っていくことが重要である。小規模事業者

の経営体質の改善・強化と持続的成長を図るためには、個社の身の丈に合った   

中・長期的な計画策定と計画実行、直面する経営課題の解決、経営環境の変化に    

必要な情報提供が必要不可欠であることから、それぞれの支援機関や教育機関が有

する専門知識やスキルを活かし、相互連携による迅速な企業支援を行うとともに、

知識や支援ノウハウの共有を進めることで、地域の総合的な支援体制の強化を図る。 

 

②目標：地域特性を活かしたビジネスチャンスの創出 

方針： 地域が抱える中・長期的な課題解決に向け、これまで蓄積したヘルスケア産業の    

支援ノウハウを様々な場面や業種に活かしながら小規模事業者が有する独自の高度

技術や製品に磨きをかけ、イノベーションによる新分野への進出に取組む小規模事

業者への支援を継続する。 

また、当市の立地優位性から、「まるまるひがしにほん（東日本連携センター）」

を中心とした広域的な企業間（技術）マッチングはもとより、光学産業を様々な  

分野で活かすための応用技術の推進や地方（ローカル）産業の生産性向上に向けた

ビジネスマッチング機会の創出など、引続き新たな産業創出（仕組み作り）に取組

む。 
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さらに、「にぎわい交流館いわつき」では、様々な体験講座を通じて地域の文化と

伝統産業を広く情報発信するとともに、小規模事業者による地域に根ざした各種の

土産品の販売をはじめ、さらなる小規模事業者（個店）と商店会（街）の魅力向上

と地域ブランドの育成、都市間連携による効果的な PRを通じて市内外からの消費需

要の拡大に取組む。 

すでに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響から、東京 2020 オリンピック・  

パラリンピックについては 2021年に延期となり、各種の地域イベントが中止や規模

の縮小を余儀なくされている環境下にある。今後、感染症や自然災害等による社会

構造や生活様式の変化など様々な経済情勢を見据えたうえで、行政をはじめ地元大

学・多数の小規模事業者の集合体である商店会（街）など関係団体と連携しながら、

インバウンド需要と消費喚起を促すにぎわい創出事業をはじめ、観光資源の回遊性

の向上、効果的な情報発信等、観光産業の育成と商店会（街）の利用促進で総合的

な地域活性化を図る。 

 

３－１．地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

     【現状】 当所では、これまで地区内商工業者（230社）を対象に四半期ごとに実施してい

る「中小企業景況調査」並びに、全国の商工会議所管内の事業者 2,600社（うち当

所管内６社）を対象に毎月実施する「商工会議所 LOBO 調査（早期景気観測）」、地

域内事業者の動向や課題等を調査し、業種毎の分析などを行う「地域の経済動向に

関する調査」を市内事業者 2,600社を対象に実施し、あわせてそれらの情報を補完

するため、市内金融機関等の調査を活用する取組を実施してきた。 

 

     【課題】 特に地域の課題等を抽出する「地域の経済動向に関する調査」については、例年   

30％以上の回答率を維持しているものの、より正確な地域動向に沿った傾向や調査 

分析データの活用を行うためにもさらなる回答率の向上が必要である。 

          また、ビッグデータを活用するためには、そのデータを使って何をするかが重要       

        であるという認識から、調査結果を活用する側がより戦略的な意思決定や販売行動

等へと繋げる洞察ができるよう、より専門的な調査結果の分析や活用事例等の公表

も必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［令和元年度 さいたま商工会議所 地域の経済動向に関するアンケート調査票］ 
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（２）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

①地域の経済 

動向に関する 

調 査 

公 表 回 数 

１ １ １ １ １ １ 

②中小企業景況 

調 査 

  公 表 回 数 

４ ４ ４ ４ ４ ４ 

③ L O B O 調 査 

公 表 回 数 
12 12 12 12 12 12 

 

（３）事業内容 

①地域の経済動向に関する調査とあわせた国が提供するビッグデータの活用 

      当所では、年１回小規模事業者数の 10％となる 2,600社に対し地域の経済動向に関する

アンケート調査を実施してきた。今後は本調査に「RESAS」（地域経済分析システム）を    

活用した地域経済動向分析の結果についても加味するとともに、分析データの活用事例等

についても公表する。 

      また、市内金融機関等が実施する経済動向調査についても補完資料として活用するなど、 

より多くの動向調査をもとに地域に即した分析結果となるよう実施するものとする。 

 

     【調査対象】管内小規模事業者の約 10％となる 2,500 社（商工会議所の会員数の割合に

より業種毎の調査件数については設定する） 

      【調査項目】 

・事業者アンケート調査 

所在区、業種、従業員数、経営者の年齢層、業況、売上高、今後の見通し、雇用

の状況・現状、事業後継者の有無・取組状況、取引先・顧客の動向、自社の強み、

経営課題、ウィズコロナ環境下における取組 など 

・「RESAS」（地域経済分析システム）を活用した地域経済動向分析 

         ＜地域経済循環マップ＞ 

生産・分配・支出に関して調査を行う。 

＜産業構造マップ＞ 

市内の産業分布、事業所数、従業員数、付加価値額等に関して調査を行う。 

＜まちづくりマップ＞ 

滞在人口、事業所立地動向等の調査を行う。 

     【調査手法】 

・事業者アンケートについては、調査票を郵送しＦＡＸまたは返信用封筒にて回収 

する。 

       ・「RESAS」（地域経済分析システム）を活用し、地域経済動向について分析 

      【分析手法】経営指導員等が中心となり分析を行うが、必要により外部専門家と連携し  

分析を行う。 

      【活用事例】経営指導員等が中心となり活用事例の収集を行うが、必要により外部専門   

家と連携し活用事例の収集を行う。 
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②中小企業景況調査 

管内の景気動向等について、より詳細な実態や最新の動きを把握するために、日本商工

会議所と連携し四半期ごとに調査・分析を行う。 

 

【調査対象】管内中小企業230社（製造業26社、卸売業18社、小売業35社、建設業34社、

サービス業117社） 

【調査項目】業況、売上、資金繰り、採算、在庫、従業員動向、設備導入、経営上の問題

点等 

【調査手法】郵送により発送し、返信用封筒またはＦＡＸにて回収する。 

【分析手法】経営指導員等が中心となり分析を行うが、必要により外部専門家と連携し  

分析を行う。 

 

③LOBO調査（早期景気観測） 

日本商工会議所がとりまとめ、全国の商工会議所で実施されている LOBO 調査について

は、全国の経営者約 2,600 社を対象として調査を行うもので、当所においては６社から   

調査を行っている。これらの調査により、地域の動向と全国的な動向とを比較することが

可能となるため継続して実施する。 

 

【調査対象】管内小規模事業者６社（製造業２社・小売業３社・サービス業１社の３業種） 

【調査項目】売上、採算、仕入、従業員数、業況、資金繰り等 

【調査手法】郵送等により送付し、ＦＡＸにて回収する。 

【分析手法】日本商工会議所により全国のデータを集計し分析する。 

 

（４）成果の活用 

情報収集、調査・分析を行った結果については、小規模事業者が事業計画を策定する際の  

基礎資料とするとともに、ビッグデータの洞察を活用することにより、生産性の向上や顧客 

セグメント等による販路開拓など、迅速で的確な意思決定と取組の際に活用するものと  

する。また、商工会議所会報誌や HP により分析結果や活用事例等を公表し、広く管内事業

者へ提供する。 

 

 

３－２．需要動向調査に関すること 

 

 （１）現状と課題 

     【現状】 当所にて実施している需要動向調査については、窓口相談に来所される小規模     

事業者に対し、景気動向を含めたアンケート調査を実施し、あわせて需要動向に

関する項目を付加している。成果の活用方法については、景気の動向と需要動向

の結果を月ごとにクロス集計し、当所 HPにて公表するとともに会報誌へ掲載する

など周知を図っている。 

また、展示会への出展を希望する事業者（B to B取引企業）や、自社の商品を     

売り込みたい事業者（B to C取引企業）を対象として、バイヤー目線による需要

動向や、消費者目線による需要動向について調査を行っている。 

 

     【課題】 当所窓口相談において実施しているアンケート調査については、データの積み

上げにより導き出されるトレンドや、過去のデータとの対比が可能となることか

ら継続して実施していく必要があると認識している。 
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しかしながら、展示会等で自社の商品やサービスを売り込みたい事業者に対す

る需要動向調査については、小規模事業者自ら需要動向を収集する前向きな意欲

が不可欠であるものの、自社 PRのみに偏り、需要動向の収集にまで至っていない  

現状にある。 

また、今後は新たな生活様式と社会変化により、展示会や商談会といったイベ

ントが縮小し、ECサイトや SNS等の活用が増加すると予測されることから、特に    

B to C取引を行う小規模事業者においては、変化に対応した需要動向の調査方法

が必要となる。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

① 調 査 対 象 

  事 業 者 数 
1,240 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

②-❶調査対象

事業者数 
１ １ ２ ２ ３ ３ 

②-❷調査対象 

事業者数 
３ ３ ４ ４ ５ ５ 

 

（３）事業内容 

     ①窓口ヒアリングによるアンケート調査 

              小規模事業者が持続的発展を遂げていくためには、様々な需要動向を把握する必要が       

ある。当所においては、従前より窓口相談に来所された事業者を対象に、ヒアリングに

よるアンケート調査を実施しており、業種及び景況感、商品、サービス等の需要動向に

ついての情報を収集している。本取組を継続して実施することで、市内業種及び商品・

サービス等の需要動向を把握し、個社支援にあたる。 

 

【調査手段・手法】アンケート（調査対象者数 100 件／月程度を想定）によりヒア      

リングをする。 

【分析手段・手法】調査結果は、経営指導員が分析・集計を行う。 

【調査項目】 

❶自社の業種について 

ⅰ）製造業、ⅱ）卸売業、ⅲ）小売業、ⅳ）建設業、ⅴ）飲食業、ⅵ）理美容業、 

ⅶ）不動産業、ⅷ）サービス業、ⅸ）その他 

❷自社の景況感について 

ⅰ）好転している、ⅱ）やや好転している、ⅲ）やや悪化している、 

ⅳ）悪化している 

❸取扱商品、サービス等の今後の需要動向（顧客が求めているもの） 

ⅰ）品質・性能の良いもの、ⅱ）価格の安いもの、ⅲ）安全性の高いもの、 

ⅳ）短納期・短時間のもの、ⅴ）デザイン性の高いもの、 

ⅵ）ブランド力（知名度）の高いもの、 

ⅶ）利便性（アフターフォロー等）の高いものなど 

【調査・分析結果の活用】 

結果については、上記❶～❸の項目をクロス集計する。 

なお、本調査結果は個社支援時における付帯的な資料として活用し、小規模事業者 

に対しては景況感毎の概略的な指標（動向）として捉えていただく。 

具体的には、経営指導員が小規模事業者の支援を実施する際に、本調査結果の概略

を伝えるとともに、個社に対するアンケート調査作成支援などにあたる。 
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             小売業における景況感毎の需要動向調査結果 

 

     ②顧客等に対するアンケート調査支援 

特に革新的な事業・サービス・商品開発を目的に策定する経営革新計画において、   

小規模事業者が新たな事業を展開するための根拠となる指標が必要となる。しかしなが

ら、その根拠となる指標については、昨年度実績や事業者の感性によるものが多く、消

費者や取引先等のニーズを把握しているとは言い難い。 

そのため、これから新たに「経営革新計画」を策定する事業者や、既に「経営革新     

計画」を取得した事業者が、顧客等に対するアンケート調査を実施する。当所は調査し

た結果を分析したうえで、新たに作成する事業計画に反映する。 

 

❶B to B事業者 

【支援対象事業者】当所が実施する「広域ビジネス交流会（新たな需要開拓や販路拡大 

が目的）」やオンラインによるビジネスマッチングなどの今後新た 

に実施される展示会・商談会等への参画事業者を想定 

【サンプル数】10件程度を想定／１社 

【調査手段・手法】展示会・商談会等出展時及び事業場において書面によるアンケート 

または、HP やオンライン商談会等の商品・サービス紹介による  

評価・アンケート 

【分析手段・手法】調査結果は、経営指導員等が分析を行う。また専門的な知見が必要

な際には、販路開拓等の専門家（当所やよろず支援拠点専門家）の

アドバイスを受けて分析する。 

【調査項目】・バイヤー目線によるトレンドや売れ筋商品などの消費者動向 

・市場規模 

・商圏 

・競合他社の動向 

・独自性のある商品についてはその他項目を追加 

【調査・分析結果の活用】 

商品・サービスが自社のターゲットやトレンドに即しているかなどの分析結果に 

ついて、経営指導員等が直接説明する形でフィードバックし、商品改良や計画策定に

活用する等改善を図る。 
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❷B to C事業者 

【支援対象事業者】経営分析や事業計画策定支援を行う小売業・サービス業事業者を  

想定 

【サンプル数】50件程度を想定／１社 

【調査手段・手法】店頭において書面によるアンケート及び ECサイトや SNS等による 

評価またはアンケート、テンプレート（調査項目）の提供 

【分析手段・手法】アンケートの内容やデザイン、調査実施時期等について経営指導員 

         がアドバイスを行い実施し、経営指導員が分析する。 

         また専門的な知見が必要な際には、販路開拓等の専門家（当所や  

よろず支援拠点専門家）のアドバイスを受けて分析する。 

【調査項目】・消費者目線によるトレンドや売れ筋商品 

・商品価格の高低 

・工夫すべき点 

・ECサイトや SNSの活用 

 【既に活用している場合】：利便性や見易さ・閲覧度合い など 

 【未だ活用していない場合】：消費者目線による必要性 

・独自性のある商品についてはその他項目を追加 

【調査・分析結果の活用】 

商品・サービスが消費者のトレンドや価格帯などのニーズに即しているか、EC    

サイトや SNS の活用が必要かなどの分析結果について、経営指導員が小売業・サー  

ビス業の事業者に直接説明する形でフィードバックし、今後の戦略的な計画策定や  

商品改良、新たな販売手法への転換等に活用する。 

 

 

４．経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】  主に、資金調達や補助金活用を目的として経営分析を行う小規模事業者は多い 

が、恒常的に、戦略的な計画経営を実践している事業者は多くないのが現状である。 

    また、ウィズコロナ環境下において、多くの事業者が大きな環境変化に即応できて

いない現状がある。 

これまで、埼玉県が年間 1,000 件の承認を目標としている「経営革新計画」や   

マル経融資の推薦事業者等をはじめ、小規模事業者持続化補助金など各種補助金 

制度の申請事業者に対し、「財務分析」、「SWOT分析」などの経営状況の分析支援を

行っているが、未だ多くの小規模事業者に対して、刻々と変化する経営環境の変化

に即応できる自社の強みや経営資源の棚卸、さらにはデジタル技術の活用方法など

経営分析を行い計画経営を実践するといった動機付けには至っていない。 

 

    【課題】  事業者自らが目的に応じて戦略的に計画経営を実践し、成長・発展を遂げて      

いくといった向上意識を持った事業者の数は少ない状況にあるため、意欲的な小

規模事業者の掘り起しが課題となっている。 

      また、大きな社会構造の改革や生活様式の変化をはじめ、原材料の調達から    

顧客・社会ニーズ、さらにはデジタル技術の活用による生産性の向上への対応に至

るまで、小規模事業者が抱える経営課題は多岐に渡ることから、事業の継続・存続

に向け将来を見据えた経営分析とその活用方法等についてさらなる支援の拡充が

必要となっている。 
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 （２）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

① 経 営 分 析 件 数 145 145 145 145 145 145 

②経営分析セミナー 

  開 催 回 数 
４ ４ ４ ４ ４ ４ 

 

           ※  現行の経営分析件数については、経営革新計画策定に係る経営分析、マル経融資   

申請に係る経営分析、先端設備導入計画策定に係る経営分析、事業承継計画策定に   

係る経営分析、経営力向上計画策定に係る経営分析、創業計画策定に係る経営分析の

合計 145件となっている。 

小規模事業者持続化補助金などの補助金申請に係る経営分析件数については、毎年

実施している経営発達支援事業「評価委員会」において、実施が不定期であり、また、 

目標数値との差異が大きいとの指摘があることから本計画では除外するものとする。 

 

参考：令和元年度における小規模事業者持続化補助金申請  144件 

   令和 2年度上半期における小規模事業者持続化補助金申請 537件 

 

（３）事業内容 

     ①経営分析を行う事業者の掘り起し 

        小規模事業者持続化補助金などの各種補助金の活用によって、経営改善や埼玉県が 

注力する「経営革新計画」などに取組む意欲のある小規模事業者に対し、経営指導員に

よる、巡回・窓口相談実施時等において経営分析を行う。 

      

②経営分析セミナーの開催 

        経営分析によって、経営基盤の安定化やさらなる販路開拓を目指す事業者の発掘の 

ため、経営分析セミナーを開催する。 

セミナーの内容については、経営基盤の根幹となる財務分析をはじめ、強みとなる 

顧客ターゲットの分析、顧客ニーズの把握など、自社の経営資源を把握し、それらを生

かした経営分析の手法、さらには分析結果から導き出される計画経営を実践するための

テーマを選定し実施する。 

 

      【募集方法】商工会議所会報誌による募集の他、巡回・窓口相談時、HP や SNS を活用

するなどにより募集を行う。 

      【実施回数】年４回実施 

      【参加者数】セミナー１回に対し、20名を目標とする。 

 

③経営分析の内容 

       経営分析の手法については、自社の経営資源の棚卸をはじめ、「財務分析」や「SWOT 

分析」の他、ローカルベンチマークの活用や商圏分析システム「市場情報評価ナビ

MieNa」を活用するなどにより、計画経営に必要な経営分析を行う。 

 

【対 象 者】巡回・窓口相談、各種補助金等申請、セミナー参加者などの中から意欲的

で販路拡大に繋がる可能性の高い小規模事業者を選定。 
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        【分析項目】定量分析「財務分析」と、定性分析「SWOT 分析」の双方を行う。 

≪財務分析≫売上高、経常利益、損益分岐点、粗利益率 等  

≪SWOT分析≫強み、弱み、脅威、機会 等  

【分析手法】経済産業省の「ローカルベンチマーク」や、中小機構の「経営計画つくる

くん」の活用、市場情報等が必要な際には「市場情報評価ナビ MieNa」を

活用し商圏分析を行うなど、経営指導員が中心となり分析を行う。  

 

（４）分析結果の活用 

・分析結果については、当該事業者にフィードバックし、今後の経営改善を含めた事業計

画の策定のアドバイス等に活用する。  

・分析結果は、データベース化するなどにより内部共有し、経営指導員等のスキルアップ 

 に活用する。 

     ・必要に応じて、外部の中小企業診断士や ITコーディネータの派遣、よろず支援拠点の 

専門家等と連携し、分析結果をより事業者の実態に即した具体的な内容で提供する。 

 

 

５．事業計画策定支援に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    【現状】  当所の事業計画策定支援については、企業のイノベーションを踏まえた経営革   

新計画の策定に向けた「経営革新塾」をはじめ、円滑に創業するために必要な知識

の習得や事業計画を策定する「創業塾」、事業の承継を準備するための事業承継計

画策定に向け気づきを与えるためのセミナー開催等、さまざまな状況に応じた事業

計画の策定支援に取組んでいる。 

特に事業承継については、平成 31 年 4月より「事業承継特別相談窓口」を設置

し、事業承継に係る気づきを与える取組とあわせて、中小企業診断士をはじめとし

た専門家を交えての課題解決・計画策定支援に注力してきたところである。 

また、事業計画の必要性や手法について理解いただくための「事業計画作成セミ

ナー」では、計画策定に係る気運の醸成を図る取組として実施してきた。 

その結果、事業計画策定に対し理解を示す事業者の数も増加しており、「経営革

新計画」の承認件数においても、平成 29 年 40 件、平成 30 年 50 件、令和元年        

52 件と増加傾向にあるものの、実効性および実現性が乏しい計画内容も見受けら

れる。 

 

 【課題】  事業計画の策定件数や平成 28 年度より継続して実施している「事業計画作成    

セミナー」参加者数については増加傾向にあるものの、一部実現性の薄い計画策定

が進められていたことは、身の丈にあった計画の中身（質）より、計画策定件数が

重視されてしまったことが一因と認識している。今後は、小規模事業者の現状等を

踏まえ、身の丈にあった計画策定と変化に順応した計画実行が行われるよう、きめ

細かなフォローアップが必要である。また、地域経済と雇用を支える小規模事業者

の事業活動の継続と円滑な事業承継を進めるためにも新たに創設された事業承継

税制（特例措置）の活用に向けた特例承継計画の策定支援も必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

      継続的に実施している「事業計画作成セミナー」については、小規模事業者における  

事業計画を策定する意義やその重要性のみならず、講義内ではグループワークによる計画

策定の実践演習に取り組むなど、より実践的で実効性のある内容で実施している。 



- 23 - 

 

 

本カリキュラムについては参加者からも好評であることから、今後、小規模事業者が   

取り組むべき経営課題（IT化など）や社会変化に順応した計画経営を実践するためにも、 

事業継続力強化計画等といった新たなテーマを付加するなど、工夫し実施する。 

また、事業計画策定の支援対象については、小規模事業者持続化補助金などの補助金   

申請を契機として経営革新計画に取り組むなどといった小規模事業者も多いことから、  

一時的な計画とならないよう、支援先自らが PDCAサイクルを回すための計画策定に繋げて

いく。 

 

 （３）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

①事業計画作成

セ ミ ナ ー 

開 催 回 数 

２ ２ ２ ２ ２ ２ 

②創 業 塾 

開 催 回 数 
６ ６ ６ ６ ６ ６ 

③事 業 計 画 

策 定 件 数 
145 145 145 145 145 145 

 

 （４）事業内容 

     ①「事業計画作成セミナー」の開催 

         経営分析を行った事業者を対象に「事業計画作成セミナー」を開催する。 

 

       【募集方法】商工会議所会報誌による募集の他、巡回・窓口相談時、HP や SNS を    

活用するなどにより募集を行う。 

       【実施回数】年２回実施 

              【カリキュラム】事業計画を策定する意義や重要性、経営課題の抽出手法等のカリ 

キュラムをはじめ、事例を交えたグループワークによる事業計画作

成演習 

       【参加者数】セミナー１回に対し、15名を目標とする。 

 

     ②「創業塾」の開催 

         さいたま市、（公財）さいたま市産業創造財団、（公財）埼玉県産業振興公社、     

（株）日本政策金融公庫と連携し、さいたま市で創業を目指す方・興味のある方など 

を対象に、ビジネスプランの作成等を含めた「創業塾」を開催する。 

 

【募集方法】商工会議所会報誌による募集の他、巡回・窓口相談時、HP や SNS を   

活用するなどにより募集を行う。 

       【実施回数】年６回実施 

              【カリキュラム】ビジネスモデル（IoTの活用や起業体験、開発事例など）やビジネ

スプラン（事業計画）作成に必要な知識の習得 

       【参加者数】セミナー１回に対し、15名を目標とする。 

 

③事業計画の策定 

       【支援対象】 

「経営革新計画」、「先端設備導入計画」、「経営力向上計画」などをはじめ、事業

計画の策定を希望する小規模事業者を対象とする。                               
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また、事業承継税制の特例措置を踏まえ、「事業承継計画」の策定が必須となる

小規模事業者についても対象とする。 

       【手段・手法】 

計画策定にあたっては、地区毎の経営指導員等が担当となり支援を行い、経営   

分析を行っていない小規模事業者については、経営指導員が中心となり、先ずは 

経営分析を行うところから進める。 

また、計画策定に際しては、より実践的かつ実効性の高い計画となるよう中小企

業診断士をはじめとした外部専門家や「埼玉県事業引継ぎ支援センター」、「埼玉県

事業承継ネットワーク」などとの連携により、確実に事業計画の策定に繋げていく。 

 

       （事業承継計画の策定） 

                    令和２年 10 月の中小企業成長促進法改正により、埼玉県事業引継ぎ支援セン

ターの役割に親族内承継や経営者等個人の保証債務整理支援も新たに加わる 

こととなり、事業のワンストップ化が期待されている。事業承継を必要とする 

小規模事業者においては、事業承継税制に係る納税猶予（特例措置）の申告期限

が 2023 年 3 月 31 日に控えていることから、埼玉県事業引継ぎ支援センターと 

連携しながら、特例措置の適用を踏まえた集中的な計画策定支援を行う。 

 

６．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

     【現状】  事業計画の策定により一定の効果があった小規模事業者があるものの、あまり   

変わりがなかった事業者については計画を継続的に実行できていないケースが  

ある。 

事業計画策定後のフォローアップについては、計画策定支援を担当した経営  

指導員が中心となり四半期に１度を目途にフォローアップを実施している。あわ

せて新たな経営課題などに係る相談対応については、経営指導員が日常的に行う

巡回訪問などによりワンストップでの対応を心掛けているが、多様化（高度化）

する経営課題に即応できず、十分なフォローアップが図れていないのが現状で  

ある。 

 

【課題】  日々の営業活動に追われる小規模事業者にとっては、計画策定後に恒常的な

PDCAサイクルによって計画に沿った戦略と改善を実施し、刻々と変化する経営環

境の変化に即応することが求められる。 

こうした状況にも関わらず、これまでのフォローアップについては、担当する  

経営指導の裁量によりフォローアップする内容や頻度が異なっており、特にフォ

ローアップの内容については計画の進捗状況の確認程度に留まっていた。 

今後は、フォローアップを行う小規模事業者がどの程度成長・発展している   

のか、どういった成長過程（ステージ）でどのような課題を抱えているのかとい

った定量的な確認と状況に即応したフォローアップが必要となっている。 

  

（２）支援に対する考え方 

フォローアップの対象者には、事業計画を策定した全ての小規模事業者を対象とするが、 

事業計画の進捗状況や経営課題の把握及び対応は、多様化（高度化）する経営課題などを

考慮し訪問回数を増やすなど、日常的なフォローアップ体制を整備したうえ、事業計画の

進捗状況に合わせて、集中的に支援すべき小規模事業者と、ある程度順調に計画が推移し

ていると判断できる事業者を見極めた上で、フォローアップ頻度を設定する。  
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 （３）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

フォローアップ 

対 象 事 業 者 数 
145 145 145 145 145 145 

頻度（延回数） 228 220 220 220 220 220 

売 上 １ ％ 以 上 

増加の事業者数 
未実施 30 30 30 30 30 

利益率１％以上 

増加の事業者数 
未実施 30 30 30 30 30 

 

    ・フォローアップの頻度（延回数）については、計画策定が年度の終盤に集中していること    

並びに過年度計画策定事業者へのフォローアップや事業者の負担等を考慮し、当年度計画策

定事業者の頻度は、１事業所約 1.5回を目標とする。 

    ・売上増加事業者数については、フォローアップ対象事業者数の約２割を目標とする。 

 

（４）事業内容 

       経営分析を行い、事業計画を策定した小規模事業者に対しフォローアップを実施する。 

     事業計画に沿った計画経営の実行において、新たな課題が生じた際や計画が思うように

進まない場合は、中小企業診断士をはじめとした専門家と連携し、様々な要因分析を基に

課題解決に向けて支援を行う。 

       フォローアップの際には、売上等の増減やコストの増減等を確認し、売上が減少してい

る小規模事業者に対しては、販路開拓に資する取組について提案するとともに、コストが

増加し生産性が向上しない小規模事業者には、IT化や設備投資等の補助金活用について提

案するなどフォローアップの拡充に努める。 

また、社会変化に伴い、事業承継（継続）に対する取組が必要な支援先については、「埼

玉県事業引継ぎ支援センター」や「埼玉県事業承継ネットワーク」と連携し、事業承継     

計画の作成支援をはじめ、円滑な事業承継（継続）に向けた課題解決の支援を実施する。 

 

 

７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

    【現状】  これまで、近隣の商工会議所・商工会・支援団体等と連携し、製造業のみを対象      

とした商談会・交流会並びに全業種を対象とした商談会・交流会を、広域的な受注

の開拓に向け実施してきた。あわせて、さいたま市、（公財）さいたま市産業創造

財団と連携し、成長性の高い分野にテーマを絞った商談会・交流会を実施してきた

ところである。商談会・交流会等に参加する事業者にとっては、新たなビジネスチ

ャンスの機会として捉えているが、即座に商談に繋がるケースは少なく、自社（商

品）PRに留まっていることが現状となっている。 

また、社会のトレンドであるキャッシュレス化や SNS の利活用が積極的に推進  

される中、キャッシュレス決済導入や SNSの活用方法に係るセミナーを実施すると  

ともに、HPを持たず効果的な PRが出来ずにマッチング機会を損失している小規模

事業者に対しては、HP 作成の支援等を実施してきたが、効果的な販路開拓手法の

一つである ECサイトの作成支援までには至っていない状況である。 

 



- 26 - 

 

    【課題】  商談会・交流会などの B to B 取引を行う小規模事業者への支援については、      

継続的なフォローアップを実施することで成果（商談成立）に繋がる可能性を秘め

ているものの、時間を要する事が多く、効果的に成果に結びつけるためには、商談

成立に向けたコーディネート力の強化とあわせて、実際に参加した小規模事業者の

生の声を取り入れるなど、時代の変化に即したマッチングが必要となっている。 

 

B to C 取引を行う企業に対する支援に 

ついては、キャッシュレス決済の動向や 

HPの導入、SNSの利活用など IT化による 

効果的な販売促進において、支援担当者 

の知識・能力に依存していることから 

均一的な知識や支援スキルの習得等が 

課題となっている。 

また、当所が７月から８月にかけて 

実施した新型コロナウイルス感染症の 

影響に関するアンケート調査結果【今後 

取組みたいデジタル化】によると「EC 

サイトによる販売」について関心が高い 

ことから、支援ニーズを考慮し、ECサイト 

構築に向けた支援にも着手する必要がある。 

 

 （２）支援に対する考え方 

       小規模事業者からの需要開拓に係る相談に際しては、当所が主催として実施する展示 

会・商談会・交流会への参加を促すなど、ビジネスマッチングの機会や PR支援等による 

ワンストップ支援を実施するとともに、交流会・商談会への参加前後に、経営指導員等が 

効果的な自社 PR をはじめ、商談成立に向けたコーディネート及びフォローアップを行う。 

また、さいたま市、（公財）さいたま市産業創造財団と連携し、成長性の高い分野にテー

マを絞った商談会・交流会については、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、今後、

新たな手法や内容による開催が検討されていることから、実施内容が決定次第参加を促す

など活用することで、さらなる成果（商談成立）に繋がる取組を推進する。 

IT 利活用に係る支援については、EC サイトの構築など社会トレンドをはじめ、進化の 

早いデジタル技術の活用事例等様々な情報技術を収集・共有することで、支援担当者の  

能力に依存しない均一かつきめ細やかな支援を実現する。 

  

（３）目標 

 現行 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

①当所参加事業者数 

（年２回） 
93 100 100 100 100 100 

商 談 成 立 件 数 ４ ５ ５ ５ ５ ５ 

② IT 活用事業者数 ７ 15 20 25 30 30 

売上１％以上増加の 

事 業 者 数 
未実施 7 10 12 15 15 

 

売上増加の事業者数については、即座に効果が表れる場合もあれば、取り扱う商品・    

サービスの内容により時間を要する場合も想定されることから、約５割を目標とする。 

【今後取り組みたいデジタル化】 
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（４）事業内容 

     ①広域ビジネス交流会事業（B to B） 

蕨商工会議所、越谷商工会議所と連携して「広域ビジネス交流会」を年２回（工業版・ 

全業者版）開催する。ビジネス交流会は、規模の拡大に伴い、他商工会議所との連携    

実施による広域連携を経て現在に至っている。 

本取組は新たな需要の開拓を求める管内の小規模事業者にとって非常に有効である

ことから、引き続き交流・商談の機会として提供する。 

また、業種・業態などを記載した参加者名簿を事前に配布することで、成約確立の  

増加に努めるとともに、交流会実施後には「成約に繋がった」などの成果の測定や交流

会の評価に関するアンケート調査を実施する等、商談成立に向けたフォローアップや 

交流会の内容充実・改善を図っていく。 

 

※  実施方法については対面型による交流会とするものの、新型コロナウイルス感染症 

の影響等を踏まえ、Webを活用するなど臨機応変に対応するものとする。 

 

      支援対象：域内 中小企業・小規模事業者 

      参加者数：全体：164者/年、当所：115者/年（平成 30年度） 

           全体：137者/年、当所：93者/年（令和元年度） 

      訴求効果：人的ネットワークの構築とあわせて、新たな需要開拓や販路拡大に繋がる 

効果を期待する 

 

     ②HP・SNS・ECサイト等の IT活用によるデジタル化に向けた支援（B to C） 

小規模事業者にとって HPや SNS の活用については必須なものとなっている。その様

な中、さいたま市、さいたま商工会議所、東日本電信電話（株）埼玉支店では、情報通

信技術「ICT」やあらゆるモノがネットで繋がる「IoT」などの技術を活用し、市内事業

者の生産性の向上を目指すべく、地域のデジタル化推進に向けた連携協定を締結したと

ころである。 

上記に伴い、今まで「HPを構築していない」、「構築しているが更新されていない」、 

「SNSを活用したことがない」などといった情報発信・販路開拓の支援だけでなく、EC

サイトといった D2C（Direct to Consumer）による直販サイト構築支援などのデジタル

化に向けた取組についても新たに着手する。 

デジタル化に向けた支援は経営指導員が伴走型であたるものの、個々の小規模事業者

の状況に即したパーソナルな支援が行えるよう、ITコーディネータや ITを得意とする

中小企業診断士といった専門家を活用するなどにより、小規模事業者の販路開拓を支援

する。 

 

 

８．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】  毎年度１回、埼玉大学准教授を外部有識者として迎え、（公財）さいたま市産業     

創造財団 常務理事、（一社）埼玉県中小企業診断協会 理事（中小企業診断士）、

当所 専務理事をメンバーとした「経営発達支援事業 評価委員会」を実施し、   

経営発達支援事業の実施結果を基に、評価並びに見直すべき事項を提示していただ

き次年度以降の計画に活かしている。 
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     【課題】 特に小規模事業者の経営環境は刻々と変化しており、従来通りの取組とあわせて   

事業者にとって効果的な支援方策を都度模索し推進していく必要があり、行政目線

といったさらに異なる視点からの評価も必要となっている。 

 

 （２）事業内容 

①経営発達支援事業 評価委員会の開催 

埼玉大学准教授、（公財）さいたま市産業創造財団 常務理事、（一社）埼玉県中小    

企業診断協会 理事（中小企業診断士）、当所 専務理事をメンバーとしていた「経営

発達支援事業 評価委員会（以下：評価委員会）」について、さいたま市職員を新たに

メンバーとして加え、事業の評価並びに見直し・改善等について提示を行うことで、  

行政・会議所と一体となった事業推進を強固なものとする。また本委員会については、

当所の法定経営指導員も参画するものとし、原則年１回開催する。 

 

②事業の進捗管理並びに見直し・改善方針の決定 

当所「業務推進会議 （月１回程度）」、「中小企業相談所  運営・連絡会議（月１回     

程度）」、を継続的に実施し、事業の進捗管理並びに見直し・改善方針を決定する。 

 

業務推進会議 

     会議所事務・事業運営の中枢を担う、専務理事、常務理事、理事、中小企業相談所

所長、事務局長、総務・会員サービス部部長、中小企業振興部部長をメンバーとして、

商工会議所としての各種事務・事業の運営方針をはじめ、中小企業相談所における 

小規模支援事業の見直し・改善内容を協議・決定し指示する。 

 

中小企業相談所 運営・連絡会議 

小規模事業者に対する支援業務を実行する中小企業相談所の所属長（中小企業  

相談所所長、中小企業振興部部長、各課の課長、４支所の支所長）をメンバーとして、

事業の進捗管理とあわせて、業務推進会議の指示を受けて主たる支援事業を実行す

る。 

 

③評価結果の公表 

評価委員会での評価結果、見直し・改善方針については、中小企業相談所 運営・ 

連絡会議及び業務推進会議を経て、当所役員に報告し、事業実施方針等に反映させる 

とともに、当所 HPにて公表し（年１回）、地域の小規模事業者等が常に閲覧可能な状態

とする。 

 

９．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１）現状と課題 

    【現状】  日本商工会議所、（一社）埼玉県商工会議所連合会、（独）中小企業基盤整備機構

等が主催する支援担当者向け研修会等への参加の他、中小企業診断士をはじめとし

た外部専門家と支援現場に同行し、支援スキルの習得に努めている。 

また、埼玉県全体として注力している「経営革新計画」や、事業の存続に必要不

可欠な「事業承継」については、それぞれ中心的に支援を行う担当者を選任し、    

支援職員の資質の向上を図るための担当者ミーティングなどの取組を実施してい

る。 
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    【課題】  「経営革新計画」については、経営指導員全体として取り組むとともに、上記資

質の向上に係る取組を例年実施しているものの、一人別で知り得た知識や支援ノウ

ハウが担当者の独自知識として保有されているケースが多く、知識のさらなる共有

化が課題となっている。 

また、近年では、多数のベテラン経営指導員から若手経営指導員へとバトンタッ

チが進められているが、経験や知識などの支援ノウハウが承継されておらず、新た

な知識だけでなく、ナレッジマネジメントが課題となっている。 

 

（２）事業内容 

    当所で実施している、「経営発達支援事業 評価委員会」では、経営指導員等の資質の向上

に係る取組は必要不可欠であり、特に OJT による実践での強化が期待されているところであ

る。 

     上記の現状及び課題を踏まえ、以下の取組を実施するものとする。 

 

     ①外部講習会への積極的な参加による資質の向上 

       日本商工会議所、（一社）埼玉県商工会議所連合会、（独）中小企業基盤整備機構など    

      が例年実施する研修会に積極的に参加することで、継続的な資質の向上と新たな知識の 

      習得を図る。 

また、（独）中小企業基盤整備機構による、中小企業大学校研修においては、「小規模               

企業の IT活用支援」や「新規事業・第二創業支援の進め方」など、経営指導員のさら 

      なる資質向上に繋がる専門的な研修についても積極的に参加する。 

 

     ②OJTの促進 

        現在在籍する支援経験の豊富な経営指導員と経験年数の浅い職員が、巡回指導・窓口 

      指導において同席することで支援スキルの習得と継承を図る。 

また、現在一般職員や嘱託職員であっても経験豊富な職員が保有する知識やノウハウ

は、様々な支援事業をはじめ、日常的な情報収集や情報発信に有効であることから、  

それら職員とも連携を図りながら取り組むことで、組織的な支援能力向上に努める。 

さらに中小企業診断士等の外部専門家との同行による実践力の強化についても行う

ものとする。 

      

③担当者ミーティングの開催 

        当所の経営指導員から、「経営革新計画」推進リーダー（各支所１名：計４名）と「事

業承継」推進リーダー（各支所１名：計４名）を選任し、現在の取組状況や支援事例、

支援ノウハウ等を含め、意見交換を図ることで、職員の支援能力向上を図ることを目的

に、担当者ミーティング（４半期に一度、計４回）を実施する。 

 

④支援過程及びノウハウの共有 

        当所の経営指導員については、他市に比べると総勢 27名と多くの人数を有している。 

       事業者数及び面積規模の大きなさいたま市においては、２つの本部（総務本部・業務

本部）と４つの支所（浦和・大宮・与野・岩槻支所）を設置し、それぞれ職員を配置す

ることで事業者に対するワンストップ支援を実施しているところである。 

        しかしながら、来所される小規模事業者によっては、都度来所される場所を変える 

事業者も存在する。 

そのため、各経営指導員が閲覧可能となっている基幹システムの「経営指導カルテ」

において、現在までに指導した経歴についての詳細をさらに一歩踏み込んだ内容により

記載することで、地区にこだわらないスピード感のある支援に向けた共有化を図る。 



- 30 - 

 

 

１０．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

（１）現状と課題 

    【現状】  小規模事業者が抱える課題は多様化・複雑化しており、それらに迅速かつ的確に    

対応していくためには、他の支援機関と連携を図りながら支援ノウハウ等の情報 

交換を図り、支援に組み込むことが必要不可欠である。 

当所としては、さらなる支援力の質の向上を図るため、「経営革新等支援機関」・

「地域プラットフォーム」による様々な連絡会議等を通じて、他の支援機関と連携

を図っている。 

 

    【課題】  小規模事業者からの相談内容は複雑で多岐にわたっているため、当所にとっても

他の機関が保有する支援ノウハウ等の情報は、重要なものとなっている。 

上記に伴い、引き続き、他の支援機関との連携を通じた情報交換を積極的に実施   

していく必要がある。 

 

（２）事業内容 

①小規模事業者経営基盤強化事業「地域連携型」連絡会議（年６回） 

埼玉県県南地区商工会議所・商工会（さいたま商工会議所・川口商工会議所・蕨商工 

会議所・戸田市商工会・鳩ヶ谷商工会）により構成される「地域連携力会議」に年間     

６回出席し、商工会議所・商工会間での支援内容や取組事例等の情報交換を図り、支援

ノウハウの向上を図る。 

本会議は、商工会・商工会議所同士の連携強化が図れる機会であり、特に経営革新   

計画の申請・創業支援に係る進捗状況や支援ノウハウについて情報交換を図ることで、  

事業計画策定支援に係るノウハウの積み上げ効果を狙う。 

 

     ②彩の国中小企業応援ネットワーク会議（年１回） 

（公財）埼玉県産業振興公社、（公財）さいたま市産業創造財団、（一社）埼玉県中小

企業診断協会、県内を拠点とする金融機関、県内商工会議所などを構成員とした標記  

会議に参加し、中小企業等経営強化法（経営力向上計画）やミラサポ専門家派遣の活用、

中小企業・小規模事業者支援施策、地域経済分析システムを活用した分析事例、地域   

融資動向に関する情報交換を図る。 

      本会議では、特に中小企業・小規模事業者支援施策の情報収集を主眼に置いている。 

 

     ③彩の国中小企業支援ネットワーク会議（年２回） 

財務省 関東財務局、経済産業省 関東経済産業局、埼玉県、さいたま市、（公財） 

埼玉県産業振興公社、（一社）埼玉県中小企業診断協会、埼玉県信用保証協会などを 

構成員とした標記会議に参加する。 

本会議は、地域の再生事例、経営改善や事業承継に関する支援施策を共有化し、地域

全体の中小企業支援に関する統一的な目線合わせを行うことが可能なことから、特に  

事業承継支援に係る資質の向上を狙う。 

 

     ④創業支援等事業者担当者会議（年３回程度） 

さいたま市、（公財）さいたま市産業創造財団、（公財）埼玉県産業振興公社、      

（株）日本政策金融公庫を構成員とした標記会議に、主に創業支援担当者が参加し、   

他団体において実施している創業支援事業や、当所にて実施する創業塾などの事例を 

発表するとともに、意見交換を図ることで、創業者の支援ニーズについての把握とあわ

せて支援ノウハウの習得を図り、創業支援の質の向上に繋げる効果を狙う。 
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          ⑤小規模事業者経営改善資金（推薦団体）連絡協議会（年２回程度） 

       （株）日本政策金融公庫の各支店と、支店が管轄する地区内の商工会・商工会議所が

連携して開催する標記協議会に参加し、小規模事業者の資金需要の動向や、販路開拓・

経営改善などに係る成功事例等について情報交換を行い、小規模事業者からの資金需要

に対する支援力の向上を狙う。 

また、当所の地区内に、（株）日本政策金融公庫 さいたま支店 並びに 浦和支店の両

支店が存在していることから、それぞれの支店が管轄する地区の担当者等が参加する。 

 

     ⑥埼玉県信用保証協会・さいたま商工会議所 情報交換会（年１回） 

       全国 51 の信用保証協会の中で、当所管内を管轄する「埼玉県信用保証協会」と連携

し、信用保証協会の保証制度や専門家派遣制度などの各種取組、小規模事業者の資金需

要の傾向などについて情報収集・情報交換を行い、小規模事業者の円滑な資金調達に向

けた支援力の向上とあわせて、当所と埼玉県信用保証協会とのさらなる連携強化を推進

する。 

 

 

１１．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】  さいたま市においては医療供給不足の地域である点に着目し、新たな広域型産学  

連携モデルとして「さいたまヘルスケア産業創出委員会」を設置し、市民の QOL

（Quality Of Life：生活の質）向上に向けて、ヘルスケア産業の創出、育成に      

取組み、今後、成長が期待される医療、福祉、介護などの分野へのさらなる参入    

支援によるものづくり産業の競争力強化を図ってきた。 

また、さいたま市内の商店会（街）の連合体である「さいたま市商店会連合会」

や、当所商業部会が中心となり市内菓子店により構成された「ついたちまんじゅう

の会」において、来街者の増加や市内の消費喚起に向けた、地域ブランドの育成や

賑わい創出事業を実施している。あわせて、新たにオープンした人形博物館に併設

された「にぎわい交流館いわつき」では、地元農家と飲食店がコラボレーションし、

新たな「地域ブランド」として育成し販売していく地産地消に向けた試みが進めら

れている。 

 

    【課題】  小規模事業者が持続的に発展を遂げていくためには、自助力による経営改善への   

取組が重要であるものの、所在する地域（市町村）自体の発展も必要不可欠である。

地域特有の文化や歴史に育まれた伝統産業や地域資源に着目し、新たな付加価値を

付けて観光資源として内外に発信するとともに、消費者ニーズ（外部要因）や地域

優位性を受入れ、地域ぐるみで新たな地域ブランドを育成していく風土の醸成が望

まれる。 

また、現在の経済情勢において、小規模事業者の経営環境も大きく変化しており、

急速に進展するデジタル技術の活用や社会ニーズへの柔軟な対応がもとめられる

ことから、既存事業における内容の充実強化を図るとともに、今後新たな「さいた

ま市総合振興計画」と連動した事業の実施と関係機関との連携強化について検討し

ていく必要がある。 
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（２）事業内容 

     ①産学官モデルによるヘルスケア産業創出事業 

       当所、埼玉大学、目白大学、浦和大学、人間総合科学大学、慶應義塾大学医学部、      

さいたま市、（公財）さいたま市産業創造財団等をメンバーとして構築した「さいたま

ヘルスケア産業創出委員会」による、以下の事業をそれぞれの機関が役割を担いながら

推進することで、市民の QOL向上に向けた取組を実施する。 

 

 ❶介護・看護現場の改善モデル構築事業【会議 年２回程度】 

 ❷医療現場改善の機器開発事業【会議 年２回程度】 

 

     ②商店街の賑わい創出事業 

大型店の店舗数及び店舗面積が増加する一方で、小規模事業者が半数以上を占める 

商店会（街）については、会員数を含め減少傾向にあり、地域商工業の発展を担う商工

会議所としても、積極的に支援していく必要がある。 

ついては、当所、さいたま市商店会連合会、さいたま市との連携による「商店街活性

化キャンペーン（応募券によるプレゼントキャンペーン等）」を実施し、商店会（街）

の積極的な活動を促すとともに、来街者の増加及び域内消費喚起を促進し、消費者の 

市外流出の防止及び市外からの顧客獲得に繋げる。 

 

【キャンペーン：10月頃 年１回実施、会議 年４回】 

   

   ③地域ブランド確立のための事業 

       さいたま市に相応しい新たな食文化に向けた独自のさいたまブランド発掘育成を  

目指し、当所、さいたま市、（公社）さいたま観光国際協会、市内商業者等により組織

された「さいたま地域ブランド育成研究会」より派生した「ついたちまんじゅうの会」

における特産品等の開発及び販売等の支援を行うことで地域ブランドの確立に向けた

事業を行う。 

        

【集積販売：１月を除く毎月１日の 11回、会議 年３回】 

 

④東日本連携拠点としての広域連携事業 

       東日本地域の各新幹線沿線自治体（さいたま市を含めた 25 都市）の首長や各経済  

団体（商工会議所、観光協会、産業支援機関）等の参加によるフォーラム（東日本連携・

創生フォーラム）が実施されており、当フォーラムにおいて、東日本連携に資する情報

発信拠点として、「シティプロモーション」、「B to B」、「交流」の三つの機能を備えた

施設として、「まるまるひがしにほん（東日本連携センター）」が平成 31年３月 28日に

誕生した。 

当所として、上記フォーラムでの方向性を基に、「まるまるひがしにほん」での   

「B to B（ビジネスマッチング）」や新たな産業創出に取組んでおり、東日本の商工団

体等と連携し、各種商談会・交流イベント等を実施するなど、広域的な地域経済の活性

化を図る。 

 

【東日本連携・創生フォーラム 年１回】 

        【他市・商工団体等との連携 随時】 
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  ⑤「にぎわい交流館いわつき」における観光の振興とブランド育成 

        地域の歴史と伝統産業に育まれ、さいたま市の観光拠点として令和２年２月 22 日に

新たにオープンした「人形博物館」と、それに併設された「にぎわい交流館いわつき」

では、地域と来訪者との交流をはじめ、体験講座等による伝統産業の発信、ショップ・

カフェによる地域の特産品販売などの新たな食文化の提案と地域ブランドを育成する

仕組が構築されている。 

特に所在地である岩槻区は、かつて城下町であった歴史や文化が色濃く残る地域で 

あり、地域文化に興味と関心の高い来訪者に対して、地域の農商工連携による一体とな

った仕組は、観光振興とにぎわい交流拠点としてその役割が期待される。 

また、歴史や文化に関連する地域イベントも数多く開催されてきたことから、イベン

ト開催を支える地域住民とにぎわい交流館の運営に携わる関係者との連携により、地域

経済活性化に係る取組を実施する。 

 

【レストラン・ショップによる新たなメニュー開発と商品開発：随時】 

【「にぎわい交流館いわつき」で実施する講座等の企画会議：月１回】 

【人形博物館との合同企画及び連携会議の開催：年６回】 

       【各種地域イベント関係者との意見交換会：年３回】 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和３年４月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【さいたま商工会議所 経営発達支援事業実施体制図】 

 

専務理事 

常務理事 

理事 

事務局長 

さいたま市 経済局 

商工観光部 経済政策課 

【総務本部】 

総務･会員サービス部 

・総務課 

・経理課 

・会員サービス課 

・情報政策課 

・検定研修課 

 

一般職員 18 名 

臨時職員  1 名 

嘱    託   2 名 

【業務本部】 

中小企業振興部 

・ものづくり支援課 

・まちづくり支援課 

・海外支援課 

・小規模経営支援課 

 

経営指導員 6 名 

法定経営指導員 2 名 

補 助 員 2 名 

一 般 職 員 5 名 

臨 時 職 員 1 名 

嘱      託 3 名 

浦和支所 

 

経営指導員 

4名 

法定経営 

指導員 2名 

一般職員 

1名 

嘱託 

2名 

大宮支所 

 

経営指導員 

3名 

法定経営 

指導員 2名 

補助員 

3名 

与野支所 

 

経営指導員 

2名 

法定経営 

指導員 1名 

臨時職員 

1名 

嘱託 

1名 

岩槻支所 

 

経営指導員 

4名 

法定経営 

指導員 1名 

補助員 

1名 

臨時職員 

1名 

さ い た ま 商 工 会 議 所 共 同 
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（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  氏 名：小林 敦、小島 康太郎 

  連絡先：さいたま商工会議所【業務本部】     TEL:048-641-0084 

 

 氏 名：小池 健一、水戸 康二 

  連絡先：さいたま商工会議所 浦和支所      TEL:048-838-7701 

 

 氏 名：荒井 愛子、増田 直生 

  連絡先：さいたま商工会議所 大宮支所      TEL:048-646-4141 

 

 氏 名：田宮 進 

  連絡先：さいたま商工会議所 与野支所      TEL:048-855-8011 

 

氏 名：藏山 敦史 

 連絡先：さいたま商工会議所 岩槻支所      TEL:048-756-1445 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  経営発達支援事業の実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直し

をする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会議所 

〒330-9626 

  埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目７番５号 ソニックシティビル８階 

さいたま商工会議所 中小企業振興部 小規模経営支援課 

T E L  : 048-641-0084 / F A X : 048-643-2720 

E-mail : syoukibosien@saitamacci.or.jp 

 

②関係市町村 

 〒330-9588 

  埼玉県さいたま市浦和区常盤六丁目４番４号 

   さいたま市 経済局 商工観光部 経済政策課 

T E L  : 048-829-1363 / F A X : 048-829-1944 

E-mail : keizai-seisaku@city.saitama.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

tel:048-641-0084
tel:048-838-7701
tel:048-838-7701
tel:048-838-7701
tel:048-756-1445
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

必要な資金の額 228,410 228,410 228,410 228,410 228,410 

 

地域の経済動向調査 

経営状況の分析 

事業計画策定支援 

新たな需要の開拓 

経営指導員資質向上 

地域経済活性化事業 

1,400 

1,192 

7,905 

10,050 

728 

207,135 

1,400 

1,192 

7,905 

10,050 

728 

207,135 

1,400 

1,192 

7,905 

10,050 

728 

207,135 

1,400 

1,192 

7,905 

10,050 

728 

207,135 

1,400 

1,192 

7,905 

10,050 

728 

207,135 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 会費収入、国補助金、県補助金、市補助金、各種事業収入、受託事業収入 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 


